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問題  
①ＡとＢの婚姻中に，ＢとＣが婚姻した場合，Ａ及びＣは，後婚の取消しを請求することができる

が，Ｂは請求することはできない。 

 

 

 

②Ａ男は，Ｂ女に対し，不動産を贈与したが，その後，Ａ男とＢ女の婚姻関係が実質的に破綻する

に至った場合には，Ａ男は，民法第754 条の規定によって当該贈与契約を取り消すことができな

い。 

 

 

  

③婚姻によって氏を改めた夫は，妻の死亡によって婚姻前の氏に復するが，その死亡の日から３か

月以内に届け出ることによって，死別の際に称していた妻の氏を続称することができる。 

 

 

  

④夫婦が事実上の婚姻関係を継続しつつ，生活扶助を受けるための方便として協議離婚の届出をし

た場合には，その届出が真に法律上の婚姻関係を解消する意思の合致に基づいてされたものであ

っても，当該協議離婚は，その効力を生じない。 

 

 

  

⑤ＡＢ間で成立した内縁関係がＡの死亡により解消した場合には，Ｂは，Ａの相続人に対し，離婚

に伴う財産分与に関する規定の類推適用に基づいて相続財産に属する財産の分与を請求すること

はできない。  

 

 

 

⑥成年の子を認知するためには，その承諾を得なければならない。 

 

 

  

⑦父は，母の承諾を得ることにより，母の胎内に在る子を認知することができる。 

 

 

 

⑧Ａが婚姻関係にないＢによって懐胎し，子Ｃを出産した。ＢがＣを自分と婚姻関係にあるＤとの

間の嫡出子として出生の届出をした場合，その届出は，認知の届出としての効力を有する。 

 

 

 

⑨甲乙が夫婦の場合において，特別養子である丙が満15歳に達した後は，甲乙と丙とは，その協議

で離縁することができる。 
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⑩ＡとＢが婚姻した際にＢの氏を称することとした場合には，その後ＡとＣとの間で，Ｃを養親，

Ａを養子とする養子縁組がされたときであっても，Ａは，Ｂの氏を称する。 

 

 

 

⑪父母が協議離婚をする際に協議により父を親権者と定めた場合は，父母の協議により，親権者を

母に変更することができる。 

 

 

 

⑫親権を行う父が自己の名義で金銭を借り入れるに当たり，子のために特別代理人を選任すること

なく子が所有する不動産に抵当権を設定する行為は，その金銭を子の養育費に充てる目的であっ

たとしても，父とその子との利益が相反する行為に当たる。 

 

 

 

⑬未成年者Ａについて未成年後見が開始された場合には，家庭裁判所は，未成年後見人を複数選任

することはできない。 

 

 

 

⑭被相続人は，推定相続人である兄弟姉妹の廃除を請求することはできない。 

 

 

 

⑮Ａには子Ｂがおり，Ｂには子Ｃがいる。ＡとＢとが同時に死亡した。この場合，Ｃは，Ｂを代襲

してＡの相続人となる。 

 

 

 

⑯Ａが死亡し，Ａの法定相続人が妻Ｂ，子Ｃ及び子Ｄのみである場合，Ａの遺産である現金につい

ては，遺産分割を待つことなく，Ｂが２分の１，Ｃ及びＤが各４分の１を取得する。 

 

 

 

⑰共同相続人間において遺産分割の協議が成立した場合に，相続人の一人が他の相続人に対してそ

の協議において負担した債務を履行しないときは，当該他の相続人は，債務不履行を理由として

その協議を解除することができる。 

 

 

 

⑱共同相続人間にいったん遺産分割協議が成立した場合，共同相続人は，その協議を合意解除して

新たな遺産分割協議を成立させることはできない。 

 

 

 

⑲相続の開始前でも，家庭裁判所の許可を得れば，相続の放棄をすることができる。 
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⑳甲が死亡し，その子Ａ，Ｂ及びＣに相続が開始した。Ａが自己のために相続が開始したことを知

った時から３か月が経過したときは，Ｂ及びＣは，自己のために相続が開始したことを知らなく

ても，相続を放棄することができない。 

 

 

 

㉑自筆証書によって遺言をするに当たってしなければならない遺言者の押印は，実印による必要は

なく，指印であってもよい。 

 

 

 

㉒遺贈は，遺言者が死亡する前に，受遺者が死亡したときには，受遺者の相続人に対する遺贈とし

ての効力を有する。 

 

 

 

㉓遺言者が公正証書遺言の方式によって甲土地をＡに遺贈した場合であっても，その後，遺言者が

自筆証書遺言の方式による遺言によって前の遺言を撤回したときは，Ａは，甲土地の所有権を取

得しない。 

 

 

 

㉔遺留分権利者は，相続の開始前に，遺留分の放棄をすることはできない。 

 

 

 

㉕被相続人Ａに妻Ｂ，嫡出子であるＣ及びＤがいる場合に，ＡがＢに対し全財産を遺贈したが，Ｃ

がＡの生前に遺留分を放棄していたときは，Ｄは，相続財産の４分の１について，Ｂに対し遺留

分侵害額請求をすることができる。 
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答案用紙 
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